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 和文要約  
 

本研究は、内閣府の被害想定を基に制作されたドラマ「パラレル東京」による防災に関する認知

面での効果の分析を行ったものである。このドラマの視聴者は、首都直下地震で自身が被害にあう

可能性があると考えるように変化し、特にその効果は番組視聴直後が最大であると考え、ドラマの

テーマとして使われていた具体的な被害事象ごとに検討した。 
その結果、第一に、「パラレル東京」はそもそも、首都直下地震への危険度の認識が高い人が視聴

していた。第二に、ドラマのテーマとして設定されていた、首都直下地震が起こったときに生じる

とされる想定事象、9 つすべてについて、視聴直後に最も、自分自身が被害にあう可能性があると

考えるように変化していた。さらに、火災に巻き込まれることなどの 4 つの事象については、3 か

月が経過しても番組視聴前よりも、自分自身が被害にあう可能性が高いと考えるようになった。こ

うして、映像が視聴者に防災の認知面で効果をもたらしていたことが明らかとなった。 
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１．問題意識 
2021 年現在、国による首都直下地震に関する最新の被

害想定は、2013 年に公表されたものである。この「首都

直下地震の被害想定と対策について（最終報告）」は「こ

れまでのように単に人的・物的被害等の定量的な想定を

するだけでなく、防災減災対策の検討に活かすことに主

眼を置」かれている（内閣府，2013：p.1）。実際に想定

される被災地の状況といった定性的な想定、対策の困難

さまで言及がなされた。さらに、東日本大震災の経験か

ら、情報の混乱や電力不足、海岸保全施設などの沈下、

火力発電所の被災などの過酷事象への対応についても記

述がなされた。そして、ここでは 2010 年に修正された「首

都直下地震対策大綱」の内容を継続して取り組むととも

に、「行政のみならず、個別の施設管理者や民間企業、地

域、個人が、防災・減災対策を検討する上で、備えるべ

きことを具体的に確認するための材料として活用される

ことを期待する」と記されている（内閣府，2013：p.1）。
つまり、この報告書の対象者は政府・地方自治体・事業

者のみならず、住民も含まれており、震災対策を行うこ

とが期待されている。だが、こうした被害想定の報告書

をすべての対象住民が読むことは考えにくく、また、読

んだとしても、内容を理解できずに、これだけを以て震

災対策につなげるにはハードルが高いといえる。 
そこで活用されているのが、映像を用いた防災啓発で

ある。映像は文字や画像よりも多くの情報を伝達するこ

とが可能であるために、複雑な内容であっても理解を容

易にすることが可能である。実際、内閣府は「動画で学

ぶ」と題した防災に関するページを作成している。そこ

では首都直下地震の被害と対策に係る映像資料が用意さ

れており、「そのとき何が起こるのか？」と題した 13 分

18 秒の動画がある（内閣府 ホームページ）。これは、地

震のメカニズム、過去の地震の知識、被害の量的な想定、

そして実際の地震が発生した時の様子を VFX などを用

いて描いた内容である。そして「被害想定は、我が国に

とって甚大で深刻なものです。しかし、今後適切な対策

をとれば被害を大きく減らすことも可能です」というナ

レーションと共に、耐震化率向上や家具固定、感震ブレ

ーカーや防災訓練の実施、食料・水の備蓄を推奨するメ

ッセージが出されている（内閣府 ホームページ）。さら

に日本放送協会（以下、NHK）は 2013 年版の「首都直
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下地震の被害想定と対策について（最終報告）」を基にし

たドラマ「パラレル東京」（以下、「パラレル東京」）を制

作し、4 夜連続のNHK スペシャルとして大々的なキャン

ペーン放送を行った。そこでは「首都直下地震を『自分

ごと』としてとらえて欲しい」というメッセージが繰り

返し、放送された。このように、被害想定の内容を視覚

化した映像を用いて、住民に対して防災啓発を行うこと

は今後も増加すると考えられる。 
ただし、こうした映像が視聴者に対してどのような効

果を、どの程度もたらしたのかは明らかではない。災害

情報の研究分野において、災害時の物的、人的被害を軽

減するために、情報が人々の意識や行動にどのような効

果や影響を与えたのかを明らかにすることはこれまでに

も行われてきた。例えば、防災に関するワークショップ

の効果（牛山，2009）やハザードマップの効果（片田・

他，1999）に関する研究などがある。だが、防災に関す

る映像の効果に関する知見はまだ少ない。そこで、本研

究は首都直下地震の想定に関する映像の効果について実

証する。 
 
２．用いる映像の概要 
本研究で用いる映像は、先にも述べた、内閣府の被害

想定を基に NHK が制作した「パラレル東京」である。

本章ではその概要について述べる。 
 

表-1 「パラレル東京」概要 

放送日時 タイトル 発生事象 

12 月2 日（月） 

19 時30 分 

～20 時41 分 

「あなたを襲う震

度７の衝撃」 

（発災当日） 

建物倒壊・同時多発

火災・群衆雪崩 

12 月3 日（火） 

22 時00 分 

～23 時00 分 

「多発する未知の

脅威」 

（発災2 日目） 

火災旋風・デマによ

る情報混乱・広域通

信ダウン 

12 月4 日（水） 

22 時00 分 

～23 時00 分 

「命の瀬戸際 新

たな危機」 

（発災3 日目） 

避難所・食糧不足・

通電火災・閉じ込め

被災者、救出難航 

12 月5 日（木） 

22 時00 分 

～23 時00 分 

「危機を生きぬく

ために」 

（発災4 日目） 

相次ぐ余震で土砂崩

れ・堤防決壊の危機 

 
このドラマは、マグニチュード 7.3（最大震度 7）の直

下型の大地震が 12 月 2 日（月）午後 4 時 4 分に架空の「東

京」で発生し、それによって混乱する都内、そしてそれ

を報じるテレビ局（NNJ）を描いた作品である。ここで

は、発災後の 4 日間という、直後から初期対応（約 100
時間まで）に絞って描かれた。この 4 日間に発生が想定

される余震や建物への閉じ込め、火災などによる被害の

様子が VFX を用いて描かれた。この 4 夜連続で放送さ

れた日時とタイトル、扱われた事象は表-1の通りである。

なお、この作品は単にドラマとして４日間連続で放送さ

れただけではなく、特徴として、現実世界の時間に沿っ

て描かれたリアルタイムドラマという点があげられる。

つまり、ドラマの中での 12 月 2 日午後 4 時 4 分は我々が

生きている世界でも 12 月 2 日午後 4 時 4 分であり、視聴

者がドラマを 30 分見ると、ドラマの中の時間軸でも 30
分が経過しているという設定であった。そして、「パラレ

ル東京」は 4 日間とも約半分の時間がドラマパート、残

りの時間はスタジオで、専門家による解説が行われた。 
以下では、各放送日の具体的な内容について簡単に説

明しておく。 
物語は、NNJ のアナウンサー・倉石美香（演じるのは

小芝風花）の目線で展開する。発災から 4 時間程度が経

過した、直後の 1 日目（12 月 2 日）は地震発生直後の混

乱した様子が描かれた。地震の揺れによる建物の倒壊、

あちこちで火災が発生し、広域で燃え続ける東京の映像

や火災（爆発）に巻き込まれた中継レポーター、交通規

制や渋滞や鉄道の脱線の様子、駅に集まる多くの人、そ

して群衆雪崩１）による被害などが描かれた。こうした映

像がテレビ局に次々に飛び込んでくる状況に倉石はショ

ックを受けながらも、アナウンサーとして、交通機関が

止まり火災が発生していることから、帰宅せずにその場

にとどまるようにテレビから呼びかけを行った。 
2 日目は（12 月 3 日）、地震発生から 30 時間ほどが経

過した首都圏の様子が描かれた。被害の全容が徐々に明

らかになってくる。火災がおさまらずに火災旋風が発生

したり、デマによるパニック、将棋倒しの発生、化学工

場の爆発などの報告が入ってくる。そうした中で、倉石

は倒壊したビルに閉じ込められた女性と電話でやりとり

をすることとなり、その様子がテレビで放送される。そ

の間にも余震、停電の影響で電話などの通信がつながり

にくくなる状況に陥り、倉石はその女性に感情移入をし

ていく様子が描かれた。 
3 日目（12 月 4 日）は地震発生から 52 時間が経過した

首都圏が描かれた。前日の電話でやり取りをした女性の

ような、建物やエレベーターに閉じ込められたまま未だ

に脱出出来ない人、食料や水などの物資不足が顕在化す

る避難所の様子、タワーマンションでの通電火災、ドロ

ーンとヘリコプターの激突、そして引き続き発生する余

震が描かれた。揺れや火災から生き残っても、まだ命の

危険にさらされ、苦労する様子が描かれた。 
そしてドラマの最終日、4 日目（12 月 5 日）は地震発

生から 77 時間が経過した首都圏が描かれた。この日にな

って最も強い、最大震度 6 強の余震が発生し、本震では

倒れなかった建物の倒壊、さらには土砂崩れの発生、江

戸川区の中川の堤防が余震で崩壊寸前となり、数万人規

模の人びとが堤防決壊による洪水被害の危機にさらされ

る様子が描かれた。一方で、閉じ込められた女性が救出

され、ドラマとしては幸福な結末を迎えて終わる。最後

に倉石は「4 日前に戻れるとしたら私たちは何をするか」

とつぶやきこのドラマは幕を閉じる。視聴者に対して、

いつ起こるか分からない首都直下型地震への備えが出来

ているか、ということを最後に呼びかけて終わる。 
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３．仮説 
本研究の目的は首都直下地震の想定に関する映像の効

果について実証することである。それにあたり、仮説を

設定する。 
近年、「住民の主体性」（内閣府，2018）や「わがこと

意識」（木村，2015）など、災害がいつ、どこで発生して

もおかしくないので、住民それぞれで、自分自身が被害

にあう可能性があることを認識することが求められるよ

うになってきた。「パラレル東京」の前後のスタジオ解説

においてもアナウンサーが繰り返し、首都直下地震を「自

分ごと」としてとらえて欲しい、と呼びかけた。「パラレ

ル東京」も視聴者に対して、自分が首都直下地震で被害

にあう可能性があると考えるように求めているといえよ

う。本研究ではこの「自分ごと」を「地震で自分自身が

被害にあう可能性があると考えること」と定義する。で

は、視聴者は首都直下地震を「自分ごと」と捉えるよう

になったのか。 
こうしたメッセージの効果を考えるうえで、説得コミ

ュニケーションの考え方が参考となる。深田（2002）の

説得の定義に基づけば、送り手である NHK が非強制的

に、受け手である視聴者の首都直下地震に対する態度な

どの内的反応や行動を変えることを目的として番組を放

送する、という社会的影響過程である。こうした説得に

関する研究では、番組を視聴するという刺激などによっ

て形成され、変化する受け手の内的反応について、様々

な実証研究が行われてきた。 
本研究では、「パラレル東京」による説得の結果、視聴

者は首都直下地震で自分自身が被害にあう可能性がある

と考えるように変化した、と考える。そして、その効果

は、Cook and Flay (1978)やEagly and Chaiken (1993)に基づ

けば、番組視聴直後が最大で、その後の時間経過に伴っ

て減少していくと考えられる。 
以上の先行研究をふまえ、以下の 9 個の仮説を検証す

る。ここで検証するのは表-1に示した、「パラレル東京」

のテーマともいえる事象に関してである。首都直下地震

が起こると発生すると考えられる、9 つの事象それぞれ

が、視聴者にどのような影響を及ぼしたのかを明らかに

することで、ドラマの効果を考察することとする。 
仮説 1 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があるこ

とを考えるようになるが、時間の経過とともに考えなく

なる 
仮説 2 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があること

を考えるようになるが、時間の経過とともに考えなくな

る 
仮説 3  視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が工場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性がある

ことを考えるようになるが、時間の経過とともに考えな

くなる 

仮説 4 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身がデマ・流言にまどわされる可能性があることを考え

るようになるが、時間の経過とともに考えなくなる 
仮説 5  視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身の電話がつながらなくなる可能性があることを考える

ようになるが、時間の経過とともに考えなくなる 
仮説 6 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身のメールや LINE・Twitter が使えなくなる可能性があ

ることを考えるようになるが、時間の経過とともに考え

なくなる 
仮説 7 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が建物やエレベーター内に閉じ込められる可能性があ

ることを考えるようになるが、時間の経過とともに考え

なくなる 
仮説 8 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が土砂災害に巻き込まれる可能性があることを考える

ようになるが、時間の経過とともに考えなくなる 
仮説 9 視聴者は首都直下地震が発生すると、自分自

身が川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性がある

ことを考えるようになるが、時間の経過とともに考えな

くなる 
本研究ではアンケート調査を用いた実験を行い、これ

らの仮説を検証する。 
 

４．手法 
本章では前章で立てた 9 つの仮説を検証するために実

施したアンケート調査の概要を述べる。 
本研究は、被験者を呼んで映像を見せて実験を行うと

いう形ではなく、なるべく現実に即した状況下で行った

調査結果を用いる。具体的に、キャンペーン放送開始前

にアンケート調査を実施し、そのアンケート調査の最後

に、一部の回答者に対し、NHK が放送する「パラレル東

京」を見るように依頼をした。そして、視聴後に再度、

同一の回答者に繰り返し、アンケート調査を行った。同

じ設問を繰り返して問うこともあれば、そうでない場合

もある。視聴場所も自宅であり、それ以外の状況も普段

と変わらないため、首都直下地震の想定に関する映像の

効果を、普段に近い状況で測定することが可能となる。 
本研究で用いる調査の概要は表-2 の通りである。「パ

ラレル東京」が人々に与える影響や効果を測定すること

を目的として、NTT コムリサーチのインターネットパネ

ルを用いた 3 波のパネル調査を実施した。調査対象者は、

首都直下地震で被害の中心と考えられる東京都に在住す

る人である。なお、ここでは割付は行わず、できる限り

多くのサンプル数を確保することを優先した。 
第 1 波は「体感 首都直下地震ウィーク」放送開始直

前の 2019 年 11 月 29 日～12 月 1 日に実施し、予備サン

プルも含めた 10,680 サンプルを取得した。この回答者を

4 つのグループに分けた。それぞれ、「パラレル東京」の

視聴をお願いし、かつLINE のグループチャット「NHK
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ドラマ パラレル東京」のフォローをお願いする（A グ

ループ）、「パラレル東京」の視聴をお願いするのみ（B
グループ）、LINE のグループチャット「NHK ドラマ パ

ラレル東京」のフォローをお願いするのみ（C グループ）、

何もお願いしない（D グループ）とした。これらはあく

まで「お願い」であり、強制力はない。それぞれ、2,683、
2,623、2,695、2,679 サンプルに対して表示した。 
第 2 波の調査はキャンペーン放送から 1 週間が経過し

た 12 月 11～12 日に、同一パネルに対して実施し、8,329
サンプルを取得した（4 つのグループはそれぞれ 2,110、
2,047、2,093、2,079 サンプル）。パネル調査はある程度の

サンプルの脱落が見込まれる。ここでは、第 1 波の 80％
を目途として回収を行った。 
第3波の調査はキャンペーン放送から3か月後の2020

年 3 月 2～23 日に、同一パネルに対して実施した。回収

は第 2 波の回答者に対して、可能な限り行った。その結

果、第 1 波の回答者のうち 68.8%、第 2 波の回答者のう

ち 88.2%の 7,349 サンプルが有効回答となった。以下で

は、この 3 波ともに回答のあった 7,349 サンプルを調査

対象として論ずる。 
表-2 調査概要 

調査対象 
東京都在住者 

（ＮＴＴコムリサーチのパネル） 

調査方法 WEB 調査（パネル調査） 

第1 波「首都直下地震に関する調査」 

有効回答 10,680 サンプル（予備サンプル含む） 

調査期間 
2019 年11 月29 日～12 月1 日 

（キャンペーン放送開始直前） 

第2 波「首都直下地震に関する調査（2 回目）」 

有効回答 

8,329 サンプル 

（1 回目と同一パネル、回収率80.0%を目途として

集まった時点で終了） 

調査期間 
2019 年12 月11～12 日 

（キャンペーン放送終了直後） 

第3 波「首都直下地震に関する調査（3 回目）」 

有効回答 
7,349 サンプル 

（2 回目と同一パネル、可能な限り回収） 

調査期間 
2020 年3 月2～23 日 

（キャンペーン放送終了直後） 

 
 本研究では映像、つまり「パラレル東京」を視聴あり

の群と視聴なしの群の比較を通して、首都直下地震の想

定に関する映像の効果について実証するのであるが、ま

ず「パラレル東京」を視聴した人の定義づけを行う。以

下では、12 月 2～5 日の 4 夜連続で放送された「パラレ

ル東京」のいずれか 1 日でも「放送中にすべて見た」「放

送中に一部見た」「録画したものを見た」「NHK オンデマ

ンドで見た」と第 2 波の時点で答えた人を「パラレル東

京」を視聴した人（n=1,825）とする。一方、視聴しなか

った人は、第 2 波で視聴せず、かつ、第 3 波の時点でも

視聴しなかった人（n=5,190）とする。残りの 334 サンプ

ルは第 2 波の時点で「パラレル東京」を見ていなかった

が、第 3 波の回答時点で「パラレル東京」を一部でも録

画や NHK オンデマンドなどを通して視聴したと回答し

た人たちである。これらは分析の都合上、除くこととす

る。この視聴したサンプルが実験群であり、視聴しなか

ったサンプルを統制群として用いる。 
それぞれの日の視聴状況は図-1 の通りである。「放送

中にすべて見た」人はいずれの日も 6%前後である。視

聴ありのうち、61.6%（n=1,124）は 4 夜とも「放送中に

すべて見た」「放送中に一部見た」「録画したものを見た」

「NHK オンデマンドで見た」のいずれかで答えた。なお、

LINE のグループチャットは第 2 波の時点で「見た」と

答えた人は 6.1%にすぎず、さらに回答者を 4 つのグルー

プに分けたが、グループごとで視聴の有無の割合に極端

な差がみられなかったため、分析に影響はないとみなし、

これらは考慮しない。 

n

12月2日（月）
「DAY1」

7349

12月3日（火）
「DAY2」

7349

12月4日（水）
「DAY3」

7349

12月5日（木）
「DAY4」

7349

6.3 

5.8 

5.6 

5.7 

8.8 

6.6 

6.2 

6.3 

6.2 

6.2 

6.0 

5.9 

0.3 

0.4 

0.4 

0.3 

78.4 

81.0 

81.8 

81.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

放送中にすべて見た 放送中に一部見た
録画したものを見た NHKオンデマンドで見た
見なかった  
図-1 各日の視聴状況 

表-3 回答者の属性 

視聴あり 視聴なし 合計
（n=1825） （n=5190） （N=7015）

男性 59.5% 51.0% 53.2%
女性 40.5% 49.0% 46.8%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

10・20代 4.2% 7.1% 6.3%
30代 13.4% 17.6% 16.5%
40代 21.5% 28.9% 27.0%
50代 31.3% 28.7% 29.4%
60代 20.4% 12.8% 14.8%
70代以上 9.2% 4.8% 6.0%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

居住地 23区内 69.7% 70.1% 70.0%
23区外 30.3% 29.9% 30.0%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

勤務地 23区内 57.7% 59.8% 59.3%
23区外 10.8% 12.3% 11.9%
東京都以外 4.3% 4.4% 4.4%
就業なし 27.2% 23.5% 24.4%

100.0% 100.0% 100.0%

Aグループ 25.7% 24.9% 25.1%
Bグループ 26.3% 23.7% 24.4%
Cグループ 25.0% 25.5% 25.3%
Dグループ 23.0% 25.9% 25.2%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

グループ
分け

性別

回答者年
代
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ドラマ パラレル東京」のフォローをお願いする（A グ

ループ）、「パラレル東京」の視聴をお願いするのみ（B
グループ）、LINE のグループチャット「NHK ドラマ パ

ラレル東京」のフォローをお願いするのみ（C グループ）、

何もお願いしない（D グループ）とした。これらはあく

まで「お願い」であり、強制力はない。それぞれ、2,683、
2,623、2,695、2,679 サンプルに対して表示した。 
第 2 波の調査はキャンペーン放送から 1 週間が経過し

た 12 月 11～12 日に、同一パネルに対して実施し、8,329
サンプルを取得した（4 つのグループはそれぞれ 2,110、
2,047、2,093、2,079 サンプル）。パネル調査はある程度の

サンプルの脱落が見込まれる。ここでは、第 1 波の 80％
を目途として回収を行った。 
第3波の調査はキャンペーン放送から3か月後の2020

年 3 月 2～23 日に、同一パネルに対して実施した。回収

は第 2 波の回答者に対して、可能な限り行った。その結

果、第 1 波の回答者のうち 68.8%、第 2 波の回答者のう

ち 88.2%の 7,349 サンプルが有効回答となった。以下で

は、この 3 波ともに回答のあった 7,349 サンプルを調査

対象として論ずる。 
表-2 調査概要 

調査対象 
東京都在住者 

（ＮＴＴコムリサーチのパネル） 

調査方法 WEB 調査（パネル調査） 

第1 波「首都直下地震に関する調査」 

有効回答 10,680 サンプル（予備サンプル含む） 

調査期間 
2019 年11 月29 日～12 月1 日 

（キャンペーン放送開始直前） 

第2 波「首都直下地震に関する調査（2 回目）」 

有効回答 

8,329 サンプル 

（1 回目と同一パネル、回収率80.0%を目途として

集まった時点で終了） 

調査期間 
2019 年12 月11～12 日 

（キャンペーン放送終了直後） 

第3 波「首都直下地震に関する調査（3 回目）」 

有効回答 
7,349 サンプル 

（2 回目と同一パネル、可能な限り回収） 

調査期間 
2020 年3 月2～23 日 

（キャンペーン放送終了直後） 

 
 本研究では映像、つまり「パラレル東京」を視聴あり

の群と視聴なしの群の比較を通して、首都直下地震の想

定に関する映像の効果について実証するのであるが、ま

ず「パラレル東京」を視聴した人の定義づけを行う。以

下では、12 月 2～5 日の 4 夜連続で放送された「パラレ

ル東京」のいずれか 1 日でも「放送中にすべて見た」「放

送中に一部見た」「録画したものを見た」「NHK オンデマ

ンドで見た」と第 2 波の時点で答えた人を「パラレル東

京」を視聴した人（n=1,825）とする。一方、視聴しなか

った人は、第 2 波で視聴せず、かつ、第 3 波の時点でも

視聴しなかった人（n=5,190）とする。残りの 334 サンプ

ルは第 2 波の時点で「パラレル東京」を見ていなかった

が、第 3 波の回答時点で「パラレル東京」を一部でも録

画や NHK オンデマンドなどを通して視聴したと回答し

た人たちである。これらは分析の都合上、除くこととす

る。この視聴したサンプルが実験群であり、視聴しなか

ったサンプルを統制群として用いる。 
それぞれの日の視聴状況は図-1 の通りである。「放送

中にすべて見た」人はいずれの日も 6%前後である。視

聴ありのうち、61.6%（n=1,124）は 4 夜とも「放送中に

すべて見た」「放送中に一部見た」「録画したものを見た」

「NHK オンデマンドで見た」のいずれかで答えた。なお、

LINE のグループチャットは第 2 波の時点で「見た」と

答えた人は 6.1%にすぎず、さらに回答者を 4 つのグルー

プに分けたが、グループごとで視聴の有無の割合に極端

な差がみられなかったため、分析に影響はないとみなし、

これらは考慮しない。 
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図-1 各日の視聴状況 

表-3 回答者の属性 

視聴あり 視聴なし 合計
（n=1825） （n=5190） （N=7015）

男性 59.5% 51.0% 53.2%
女性 40.5% 49.0% 46.8%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

10・20代 4.2% 7.1% 6.3%
30代 13.4% 17.6% 16.5%
40代 21.5% 28.9% 27.0%
50代 31.3% 28.7% 29.4%
60代 20.4% 12.8% 14.8%
70代以上 9.2% 4.8% 6.0%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

居住地 23区内 69.7% 70.1% 70.0%
23区外 30.3% 29.9% 30.0%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

勤務地 23区内 57.7% 59.8% 59.3%
23区外 10.8% 12.3% 11.9%
東京都以外 4.3% 4.4% 4.4%
就業なし 27.2% 23.5% 24.4%

100.0% 100.0% 100.0%

Aグループ 25.7% 24.9% 25.1%
Bグループ 26.3% 23.7% 24.4%
Cグループ 25.0% 25.5% 25.3%
Dグループ 23.0% 25.9% 25.2%

合計 100.0% 100.0% 100.0%

グループ
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また、視聴有無の性年代、居住地などは表-3 の通りで

ある。なお、23 区内に住居も勤務先もないような、普段

の生活においてあまり都心部と関係ないような人は全体

の 21.9%（n=1,539）であった。それ以外の約 8 割の人が、

居住または勤務などを通して、この「パラレル東京」の

主たる舞台であった 23 区に関わりがあるといえる。 
以下ではこの区分に従って、分析を行う。 

 
５．映像効果の検討 
（１）「パラレル東京」視聴者の特徴 
本節では、詳細な仮説の検討の前に、どのような人が

「パラレル東京」を視聴したのかを明らかにする。 
 まず、第 1 波、つまり「パラレル東京」を視聴する前

の段階で、首都直下地震によって被害を受けることを「自

分ごと」としてとらえているかを主観で問うた。その結

果を視聴の有無で分けた結果が図-2である。視聴した人

の方が「強く『自分ごと』としてとらえている」と「や

や『自分ごと』としてとらえている」の割合が多い。「強

く『自分ごと』としてとらえている」を 4 点、「全く『自

分ごと』としてとらえていない」を 0 点として両者を得

点化し、平均値の差の検定を行ったところ、視聴した人

の方が有意に平均点が高かった（統計的な差はマン・ホ

イットニーの U 検定にて検証）。つまり、そもそも、首

都直下地震を「自分ごと」としてとらえている、危機意

識を抱いている人が「パラレル東京」を視聴したといえ

る。 
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12.7 

24.0 

6.7 

11.8 

1.7 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強く「自分ごと」としてとらえている
やや「自分ごと」としてとらえている
どちらともいえない
あまり「自分ごと」としてとらえていない
全く「自分ごと」としてとらえていない

 
図-2 「自分ごと」と捉えているかの主観（第1波時点） 

  
次に、住居の災害に対する危険度の認識状況である。

地震や火災に関するハザードマップは存在しないが（揺

れやすさマップは除く）、東京都は 5 年ごとに「地震に関

する地域危険度測定調査」を行っており、ここでは、建

物倒壊度や火災危険度について相対的な評価を行ってい

る。そこで、住居の立地地域が火災や建物の倒壊などの

災害について危険性があるか問うた。その結果が図-2で

ある。ただし、これらはあくまで回答者の認知であり、

実際の危険度は確認しようがないことは付記しておく。

回答者の中には、そもそも東京都の地域危険度もハザー

ドマップも見たことがない人が、「パラレル東京」視聴あ

りの群の 7.5%、視聴なしの群の 27.3%であった。火災や

建物の倒壊などの項目について、視聴ありの群の方が有

意に多い結果であった。（統計的な差はχ2検定にて検証）。

つまり、火災や建物の倒壊についての危険性を認識して

いる人ほど、「パラレル東京」を視聴したといえる。 
 

＊＊＊ 火災

＊＊＊ 建物の倒壊

＊＊＊ 土砂災害

＊＊＊ 高潮

＊＊＊ 洪水

＊＊＊ 津波

ハザードマップや
東京都の地域危険度では

危険性が低い

＊＊＊

ハザードマップも東京都
の地域危険度も見たこと

がない

46.2 

36.9 

10.6 

8.9 

25.1 

9.1 

25.5 

7.5 

27.1 

20.9 

5.3 

5.1 

19.6 

5.1 

26.7 

27.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

視聴あり

(n=1825)

視聴なし

(n=5190)

 
図-3 住居の災害に対する危険度の認識状況 

（χ2検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

 
（２）「自分ごと」指標 
 本節では、首都直下地震時に発生すると想定される事

象に巻き込まれる可能性を指標化した「自分ごと」指標

について説明する。 
3 章で「パラレル東京」視聴者は首都直下地震で自分

自身が被害にあう可能性があると考えるように変化した、

と考え、9 個の仮説をたてた。これらを検討するにあた

り、調査において、第 1 波から第 3 波それぞれで、「自分

自身が群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる」「自分自身が

大規模な延焼火災に巻き込まれる」「自分自身が工場や建

物の爆発被害に巻き込まれる」「自分自身がデマ・流言に

まどわされる」「自分自身の電話がつながらなくなる」「自

分自身、メールやLINE・Twitter が使えなくなる」「自分

自身が建物やエレベーター内に閉じ込められる」「自分自

身が土砂災害に巻き込まれる」自分自身が川のはん濫や

決壊被害に巻き込まれる」という 9 つの被害にどの程度

の確率であうと思うかを問うた。それに対して回答を、

「1．100%」、「2．90%」、…、「9．20％」、「10．10％以

下」で得た。本研究では、この 100％をそのまま 100、10％
以下を 10 という比例尺度とみなし、これを「自分ごと」

指標とする。「パラレル東京」の効果として、「パラレル

東京」視聴ありの群では第 1 波時点よりも第 2 波時点で

この値が増加し、第 2 波よりも第 3 波で減少することが

期待される。 
そこで、以下ではこの 9 個の事象についての「自分ご

と」指標に関して、まず第 1 波から第 3 波までの平均値

の変化について、視聴の有無ごとで検討を加える。 
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（３）仮説の検討１：「自分ごと」指標の変化 
本節では、まず第 1 波から第 3 波までの「自分ごと」

指標の変化について、検討を行う。 
a）群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があること 

第一に首都直下地震が発生した場合に、群衆雪崩や将

棋倒しに巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第 1 波と第 3 波の

「自分ごと」指標の平均値に有意な差があるかを確認す

るため、「パラレル東京」視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.983, 3616.127）=121.991, p<001, 
η p

2=0.063 と F(1.993, 10339.321 ）= 11.219, p<.001,        
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-4である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が群

衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があると考える

ようになった。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分

ごと」指標の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に減

少している。その結果として、第 1波と第 3 波の間には

有意な差がみられなかった。 
 

表-4 群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 45.7
1.28 ＊＊＊

第2波 47.0 0.13 n.s.
-1.15 ＊＊＊

第3波 45.8

視聴あり(n=1,825)

第1波 47.6
7.99 ＊＊＊

第2波 55.6 5.44 ＊＊＊

-2.56 ＊＊＊

第3波 53.0

 
 

b）大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があること 

 第二に、首都直下地震が発生した場合に、大規模な延

焼火災に巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.991, 3631.723）= 29.758, p<.001, 
η p

2=0.016 と F(1.995, 10349.525 ）= 17.681, p<.001,        
ηp

2=0.003）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-5である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が大

規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があると考えるよ

うになった。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分ご

と」指標の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に減少

している。その結果として、第 1 波の時点からみると、

第 3 波の平均値は有意に減少した。 
 
表-5 大規模な延焼火災に巻き込まれることの「自分ごと」指

標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

1.51 ＊＊＊

-2.04 ＊＊＊

第3波 62.6

視聴あり(n=1,825)

第1波 61.1
3.55 ＊＊＊

第2波 64.6

＊＊＊

第3波 57.2

視聴なし（n=5,190）

第1波 58.2
0.71 ＊

第2波 58.9 -0.94 ＊＊＊

-1.65

 
 
c）工場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

第三に首都直下地震が発生した場合に、工場や建物の

爆発被害に巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.987, 3624.611）= 36.693, p<.001, 
η p

2=0.020 と F(1.989, 10319.813 ） = 9.228, p<.001,         
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-6である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が工
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（３）仮説の検討１：「自分ごと」指標の変化 
本節では、まず第 1 波から第 3 波までの「自分ごと」

指標の変化について、検討を行う。 
a）群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があること 

第一に首都直下地震が発生した場合に、群衆雪崩や将

棋倒しに巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第 1 波と第 3 波の

「自分ごと」指標の平均値に有意な差があるかを確認す

るため、「パラレル東京」視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.983, 3616.127）=121.991, p<001, 
η p

2=0.063 と F(1.993, 10339.321 ）= 11.219, p<.001,        
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-4である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が群

衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があると考える

ようになった。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分

ごと」指標の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に減

少している。その結果として、第 1波と第 3 波の間には

有意な差がみられなかった。 
 

表-4 群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 45.7
1.28 ＊＊＊

第2波 47.0 0.13 n.s.
-1.15 ＊＊＊

第3波 45.8

視聴あり(n=1,825)

第1波 47.6
7.99 ＊＊＊

第2波 55.6 5.44 ＊＊＊

-2.56 ＊＊＊

第3波 53.0

 
 

b）大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があること 

 第二に、首都直下地震が発生した場合に、大規模な延

焼火災に巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.991, 3631.723）= 29.758, p<.001, 
η p

2=0.016 と F(1.995, 10349.525 ）= 17.681, p<.001,        
ηp

2=0.003）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-5である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が大

規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があると考えるよ

うになった。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分ご

と」指標の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に減少

している。その結果として、第 1 波の時点からみると、

第 3 波の平均値は有意に減少した。 
 
表-5 大規模な延焼火災に巻き込まれることの「自分ごと」指

標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

1.51 ＊＊＊

-2.04 ＊＊＊

第3波 62.6

視聴あり(n=1,825)

第1波 61.1
3.55 ＊＊＊

第2波 64.6

＊＊＊

第3波 57.2

視聴なし（n=5,190）

第1波 58.2
0.71 ＊

第2波 58.9 -0.94 ＊＊＊

-1.65

 
 
c）工場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

第三に首都直下地震が発生した場合に、工場や建物の

爆発被害に巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.987, 3624.611）= 36.693, p<.001, 
η p

2=0.020 と F(1.989, 10319.813 ） = 9.228, p<.001,         
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-6である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が工

場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性があると考え

るようになった。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自

分ごと」指標の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に

減少している。その結果として、第 1 波と第 3 波の間に

は有意な差がみられなかった。これらから、番組視聴か

ら 3 か月が経過しても、視聴ありの群は工場や建物の爆

発被害に巻き込まれる可能性があることを認知するよう

になっているといえる。 
 
表-6 工場や建物の爆発被害に巻き込まれることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 46.1
1.09 ＊＊＊

第2波 47.2 -0.11 n.s.
-1.20 ＊＊＊

第3波 46.0

視聴あり(n=1,825)

第1波 47.0
4.43 ＊＊＊

第2波 51.4 2.22 ＊＊＊

-2.21 ＊＊＊

第3波 49.2

 
 
d）デマ・流言にまどわされる可能性があること 

第四に首都直下地震が発生した場合に、デマ・流言に

まどわされることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.983, 3617.614）=23.914, p<.001, 
η p

2=0.013 と F(1.993, 10341.727 ） =10.782, p<.001,        
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-7である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身がデ

マ・流言にまどわされる可能性があると考えるようにな

った。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分ごと」指

標の平均値が有意に増加したものの、第 3 波では有意な

差がみられなかった。その結果として、第 1 波の時点か

らみると、第 3 波の平均値は有意に増加した。 
 
 

表-7 デマ・流言にまどわされることの「自分ごと」指標の平

均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 49.7
1.33 ＊＊＊

第2波 51.0 1.00 ＊＊

-0.32 n.s.
第3波 50.7

視聴あり(n=1,825)

第1波 51.1
3.40 ＊＊＊

第2波 54.5 2.05 ＊＊＊

-1.35 ＊

第3波 53.2

 
 
e）電話がつながらなくなる可能性があること 

第五に首都直下地震が発生した場合に、電話がつなが

らなくなることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.975, 3602.154）=10.605, p<.001, 
η p

2=0.006 と F(1.986, 10307.718 ） =22.213, p<.01,        
ηp

2=0.004）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-8である。 
 

表-8 電話がつながらなくなることの「自分ごと」指標の平均値 

（Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01,  
＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

78.1

視聴あり(n=1,825)

視聴なし（n=5,190）

＊＊＊

第1波 79.8
-0.48 n.s.

第2波 79.3 -1.71

第1波

第2波

第3波

＊＊＊

-1.22 ＊＊＊

第3波

84.3

85.9

84.4

1.57

-1.47
0.10

＊＊＊

n.s.
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 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波と第 3 波の間には有意な差がみられ

なかった。一方で、視聴なしの群は第 1 波と第 2 波の間

では、「自分ごと」指標の平均値に有意差がみられなかっ

たが、第 2 波から第 3 波では有意に減少した。結果とし

て、第 1 波の時点からみると、第 3 波の「自分ごと」指

標の平均値は有意に減少した。 
 
f）メールや LINE・Twitterが使えなくなる可能性がある

こと 

第六に首都直下地震が発生した場合に、メールや

LINE・Twitter が使えなくなることの「自分ごと」指標に

ついてである。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.992, 3632.892）=6.902, p<.01, 
η p

2=0.004 と F(1.991, 10329.810 ） =22.804, p<.001,        
ηp

2=0.004）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-9である。 
 

表-9 メールやLINE・Twitterが使えなくなることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01, 
＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

0.24 n.s.
-1.39 ＊＊

第3波 80.3

視聴あり(n=1,825)

第1波 80.0
1.63 ＊＊

第2波 81.7

視聴なし（n=5,190）

第1波 75.9
-0.14 n.s.

第2波 75.8 -1.87 ＊＊＊

-1.72 ＊＊＊

第3波 74.1
 

 
 視聴ありの群は、第 2 波「自分ごと」指標の平均値が

有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

その結果として、第 1 波と第 3 波の間には有意な差がみ

られなかった。一方で、視聴なしの群は前項と同様に、

第 1 波と第 2 波の間では、「自分ごと」指標の平均値に有

意差がみられなかったが、第 2 波から第 3 波では有意に

減少した。結果として、第 1 波の時点からみると、第 3
波の「自分ごと」指標の平均値は有意に減少した。 

g）建物やエレベーター内に閉じ込められる可能性がある

こと 

 第七に首都直下地震が発生した場合に、建物やエレベ

ーター内に閉じ込められることの「自分ごと」指標につ

いてである。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(2, 3648）=16.001, p<.001,       
η p

2=0.009 と F(1.996, 10356.231 ） =13.218, p<.001,        
ηp

2=0.003）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-10である。 
 視聴ありの群、視聴なしの群のいずれも、第 2 波で「自

分ごと」指標の平均値が有意に増加しているが、第3 波

で有意に減少している。結果として、第 1 波と第 3 波の

間には有意な差がみられなかった。 
 
表-10 建物やエレベーター内に閉じ込められることの「自分ご

と」指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 52.4
1.09 ＊＊＊

第2波 53.4 -0.35 n.s.
-1.44 ＊＊＊

第3波 52.0

視聴あり(n=1,825)

第1波 55.0
2.66 ＊＊＊

第2波 57.6 0.79 n.s.
-1.87 ＊＊＊

第3波 55.8

 
 
h）土砂災害に巻き込まれる可能性があること 

第八に首都直下地震が発生した場合に、土砂災害に巻

き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(2, 3648）=21.570, p<.001,       
η p

2=0.012 と F(1.994, 10345.145 ） =9.709, p<.001,         
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-11である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値
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 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波と第 3 波の間には有意な差がみられ

なかった。一方で、視聴なしの群は第 1 波と第 2 波の間

では、「自分ごと」指標の平均値に有意差がみられなかっ

たが、第 2 波から第 3 波では有意に減少した。結果とし

て、第 1 波の時点からみると、第 3 波の「自分ごと」指

標の平均値は有意に減少した。 
 
f）メールや LINE・Twitterが使えなくなる可能性がある

こと 

第六に首都直下地震が発生した場合に、メールや

LINE・Twitter が使えなくなることの「自分ごと」指標に

ついてである。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(1.992, 3632.892）=6.902, p<.01, 
η p

2=0.004 と F(1.991, 10329.810 ） =22.804, p<.001,        
ηp

2=0.004）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-9である。 
 

表-9 メールやLINE・Twitterが使えなくなることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01, 
＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

0.24 n.s.
-1.39 ＊＊

第3波 80.3

視聴あり(n=1,825)

第1波 80.0
1.63 ＊＊

第2波 81.7

視聴なし（n=5,190）

第1波 75.9
-0.14 n.s.

第2波 75.8 -1.87 ＊＊＊

-1.72 ＊＊＊

第3波 74.1
 

 
 視聴ありの群は、第 2 波「自分ごと」指標の平均値が

有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

その結果として、第 1 波と第 3 波の間には有意な差がみ

られなかった。一方で、視聴なしの群は前項と同様に、

第 1 波と第 2 波の間では、「自分ごと」指標の平均値に有

意差がみられなかったが、第 2 波から第 3 波では有意に

減少した。結果として、第 1 波の時点からみると、第 3
波の「自分ごと」指標の平均値は有意に減少した。 

g）建物やエレベーター内に閉じ込められる可能性がある

こと 

 第七に首都直下地震が発生した場合に、建物やエレベ

ーター内に閉じ込められることの「自分ごと」指標につ

いてである。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(2, 3648）=16.001, p<.001,       
η p

2=0.009 と F(1.996, 10356.231 ） =13.218, p<.001,        
ηp

2=0.003）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-10である。 
 視聴ありの群、視聴なしの群のいずれも、第 2 波で「自

分ごと」指標の平均値が有意に増加しているが、第3 波

で有意に減少している。結果として、第 1 波と第 3 波の

間には有意な差がみられなかった。 
 
表-10 建物やエレベーター内に閉じ込められることの「自分ご

と」指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、 
＊＊:p<.01, ＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 52.4
1.09 ＊＊＊

第2波 53.4 -0.35 n.s.
-1.44 ＊＊＊

第3波 52.0

視聴あり(n=1,825)

第1波 55.0
2.66 ＊＊＊

第2波 57.6 0.79 n.s.
-1.87 ＊＊＊

第3波 55.8

 
 
h）土砂災害に巻き込まれる可能性があること 

第八に首都直下地震が発生した場合に、土砂災害に巻

き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(2, 3648）=21.570, p<.001,       
η p

2=0.012 と F(1.994, 10345.145 ） =9.709, p<.001,         
ηp

2=0.002）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-11である。 
 視聴ありの群は、第 2 波で「自分ごと」指標の平均値

が有意に増加しているが、第 3 波で有意に減少している。

結果として、第 1 波の時点からみると、第 3 波の時点で

も平均値は有意に増加している。つまり、自分自身が土

砂災害に巻き込まれる可能性があると考えるようになっ

た。一方で、視聴なしの群も第 2 波で「自分ごと」指標

の平均値が有意に増加し、第 3 波で有意に減少している。

その結果として、第 1 波と第 3 波の間には有意な差がみ

られなかった。 
 
表-11 土砂災害に巻き込まれることの「自分ごと」指標の平均値 

（Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01, 
＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

42.7
＊＊＊

44.0 n.s.
＊

43.2

視聴なし（n=5,190）

第1波
1.30

第2波 0.49
-0.81

第3波

43.1
＊＊＊

46.3 ＊＊＊

＊

45.1

視聴あり(n=1,825)

第1波
3.19

第2波 1.99
-1.19

第3波

 
 
i）川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

 最後に首都直下地震が発生した場合に、川のはん濫や

決壊被害に巻き込まれることの「自分ごと」指標である。 
前項と同様に、第 1 波と第 2 波、第 2 波と第 3 波、第

1 波と第 3 波の「自分ごと」指標の平均値に有意な差が

あるかを確認するため、視聴ありの群と視聴なしの群そ

れぞれで反復測定による一元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴あり、視聴なしのいずれの群でも有意な差

がみられた（それぞれ、F(2, 3648）=26.493, p<.001,       
η p

2=0.014 と F(1.991, 10331.789 ） =13.799, p<.001,        
ηp

2=0.003）。この結果をふまえて、Bonferroni 法による

多重比較を行った。その結果が表-12である。 
 視聴ありの群、視聴なしの群のいずれも、第 2 波で「自

分ごと」指標の平均値が有意に増加しているが、第 3 波

で有意に減少している。結果として、第 1 波と第 3 波の

間には有意な差がみられなかった。 
 
 
 
 
 
 

表-12 川のはん濫や決壊被害に巻き込まれることの「自分ごと」

指標の平均値 （Bonferroniの多重比較検定：＊:p<.05、＊＊:p<.01, 
＊＊＊:p<.001） 

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

「自分ごと」
指標の平均値

平均値の
差

平均値の
差

視聴なし（n=5,190）

第1波 48.1
1.07 ＊＊＊

第2波 49.2 -0.44 n.s.
-1.51 ＊＊＊

第3波 47.7

視聴あり(n=1,825)

第1波 49.8
3.47 ＊＊＊

第2波 53.3 1.06 n.s.
-2.41 ＊＊＊

第3波 50.9

 
 
j）小括 

 以上の結果より、視聴ありの群は、すべての事象で番

組視聴直後（第 2 波）に「自分ごと」指標の平均値が、

番組視聴直前（第 1 波）より上昇した。だが、3 か月後

（第 3 波）には、電話がつながらなくなることや、メー

ルや LINE・Twitter が使えなくなること、建物やエレベ

ーター内に閉じ込められること、川のはん濫や決壊被害

に巻き込まれることの 4 つの事象に関する「自分ごと」

指標の平均値は番組視聴前の水準に戻っていた。群衆雪

崩や将棋倒しに巻き込まれること、大規模な延焼火災に

巻き込まれること、工場や建物の爆発被害に巻き込まれ

ること、デマ・流言にまどわされること、土砂災害に巻

き込まれることの 5 つの事象に関する「自分ごと」指標

の平均値は、3 か月後でも番組視聴直前より高かった。 
 ただし、有意な差は視聴なしの群でもみられた。 
 
（４）仮説の検討２：番組視聴の影響 
本節では、視聴有無の影響について検討を加える。 
前節では、視聴の有無に関わらず、「自分ごと」指標の

平均値が上下したことが明らかになった。確かに、第 1
波から第 2 波、第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の

変化量は全て、視聴ありの群の方が大きいのであるが、

この変化が視聴あり群特有の、「パラレル東京」による効

果なのかを明らかにするためにさらなる分析を行なう。 
a）群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれる可能性があること 

 第一に、群衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれることの「自

分ごと」指標について、第 1 波から第 2 波の変化量、第

2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が

視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によって

確認した。その結果、このすべての「自分ごと」指標の

変化量において、「パラレル東京」視聴ありの群と視聴な

しの群で有意な差がみられた（それぞれ F（1, 7013）
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=96.253, p<.001、F（1, 7013）=7.389, p<.01 ならびに、F
（1, 7013）=48.802, p<.001）。 
b）大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があること 

第二に、大規模な延焼火災に巻き込まれることの「自

分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2
波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視

聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によって確

認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波

から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴

ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞ

れ、F（1, 7013）=27.521, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=19.254, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.521, n.s.）。 
c）工場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

 第三に、工場や建物の爆発被害に巻き込まれることの

「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=31.183, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=13.736, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=2.931, n.s.）。 
d）デマ・流言にまどわされる可能性があること 

第四に、デマ・流言にまどわされることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波の「自分ごと」指標の変化

量において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差が

みられた（F（1, 7013）=13.537, p<.001）。一方で、第 1
波から第 3 波ならびに、第2 波から第 3 波の「自分ごと」

指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で

有意な差はみられなかった（それぞれ、（1, 7013）=3.056, 
n.s.、ならびに、F（1, 7013）=3.137, n.s.）。 
このことから、視聴ありの群で、第 1 波から第 3 波で

「自分ごと」指標の平均値が有意に増加したのは、番組

の効果とは言い切れない。 
e）電話がつながらなくなる可能性があること 

 第五に、電話がつながらなくなることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波から第 3
波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴ありの群

と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞれ、F（1, 

7013）=17.815, p<.001、ならびに F（1, 7013）=12.073, 
p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」指標

の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意

な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.255, n.s.）。 
f）メールや LINE・Twitterが使えなくなる可能性がある

こと 

 第六に、メールや LINE・Twitter が使えなくなること

の「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=9.242, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=11.928, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.331, n.s.）。 
g）建物やエレベーター内に閉じ込められる可能性がある

こと 

 第七に、建物やエレベーター内に閉じ込められること

の「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=7.656, p<.01、ならびにF（1, 7013）
=3.852, p<.05）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」

指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で

有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.586, n.s.）。 
h）土砂災害に巻き込まれる可能性があること 

第八に、土砂災害に巻き込まれることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波から第 3
波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴ありの群

と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞれ、F（1, 
7013）=10.505, p<.01、ならびにF（1, 7013）=6.399, p<.05）。
一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量

において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差はみ

られなかった（F（1, 7013）=0.460, n.s.）。 
i）川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

 最後に、川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性

があることの「自分ごと」指標について第 1 波から第 2
波の変化量、第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第

3 波の変化量が視聴の有無で差があるのかを一元配置分

散分析によって確認した。その結果、第 1 波から第 2 波

ならびに、第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化
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=96.253, p<.001、F（1, 7013）=7.389, p<.01 ならびに、F
（1, 7013）=48.802, p<.001）。 
b）大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性があること 

第二に、大規模な延焼火災に巻き込まれることの「自

分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2
波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視

聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によって確

認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波

から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴

ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞ

れ、F（1, 7013）=27.521, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=19.254, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.521, n.s.）。 
c）工場や建物の爆発被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

 第三に、工場や建物の爆発被害に巻き込まれることの

「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=31.183, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=13.736, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=2.931, n.s.）。 
d）デマ・流言にまどわされる可能性があること 

第四に、デマ・流言にまどわされることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波の「自分ごと」指標の変化

量において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差が

みられた（F（1, 7013）=13.537, p<.001）。一方で、第 1
波から第 3 波ならびに、第2 波から第 3 波の「自分ごと」

指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で

有意な差はみられなかった（それぞれ、（1, 7013）=3.056, 
n.s.、ならびに、F（1, 7013）=3.137, n.s.）。 
このことから、視聴ありの群で、第 1 波から第 3 波で

「自分ごと」指標の平均値が有意に増加したのは、番組

の効果とは言い切れない。 
e）電話がつながらなくなる可能性があること 

 第五に、電話がつながらなくなることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波から第 3
波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴ありの群

と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞれ、F（1, 

7013）=17.815, p<.001、ならびに F（1, 7013）=12.073, 
p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」指標

の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意

な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.255, n.s.）。 
f）メールや LINE・Twitterが使えなくなる可能性がある

こと 

 第六に、メールや LINE・Twitter が使えなくなること

の「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=9.242, p<.001、ならびにF（1, 7013）
=11.928, p<.001）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ご

と」指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの

群で有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.331, n.s.）。 
g）建物やエレベーター内に閉じ込められる可能性がある

こと 

 第七に、建物やエレベーター内に閉じ込められること

の「自分ごと」指標について第 1 波から第 2 波の変化量、

第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量

が視聴の有無で差があるのかを一元配置分散分析によっ

て確認した。その結果、第1 波から第 2 波ならびに、第

1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量において、

視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差がみられた（そ

れぞれ、F（1, 7013）=7.656, p<.01、ならびにF（1, 7013）
=3.852, p<.05）。一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」

指標の変化量において、視聴ありの群と視聴なしの群で

有意な差はみられなかった（F（1, 7013）=0.586, n.s.）。 
h）土砂災害に巻き込まれる可能性があること 

第八に、土砂災害に巻き込まれることの「自分ごと」

指標について第 1 波から第 2 波の変化量、第 2 波から第

3 波の変化量、第 1 波から第 3 波の変化量が視聴の有無

で差があるのかを一元配置分散分析によって確認した。

その結果、第 1 波から第 2 波ならびに、第 1 波から第 3
波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴ありの群

と視聴なしの群で有意な差がみられた（それぞれ、F（1, 
7013）=10.505, p<.01、ならびにF（1, 7013）=6.399, p<.05）。
一方で、第 2 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量

において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差はみ

られなかった（F（1, 7013）=0.460, n.s.）。 
i）川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性があるこ

と 

 最後に、川のはん濫や決壊被害に巻き込まれる可能性

があることの「自分ごと」指標について第 1 波から第 2
波の変化量、第 2 波から第 3 波の変化量、第 1 波から第

3 波の変化量が視聴の有無で差があるのかを一元配置分

散分析によって確認した。その結果、第 1 波から第 2 波

ならびに、第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化

量において、視聴ありの群と視聴なしの群で有意な差が

みられた（それぞれ、F（1, 7013）=17.420, p<.001、なら

びにF（1, 7013）=6.446, p<.05）。一方で、第 2 波から第

3 波の「自分ごと」指標の変化量において、視聴ありの

群と視聴なしの群で有意な差はみられなかった（F（1, 
7013）=2.517, n.s.）。 
j）小括 

 以上の結果より、9 つすべての事象で、第 1 波から第 2
波の「自分ごと」指標の変化量は、「パラレル東京」視聴

なしの群よりも視聴ありの群の方が有意に大きいことが

明らかとなった。つまり、番組の効果として、自分自身

が被害にあう可能性を考えるようになったといえる。そ

して、前節の結果と合わせると、群衆雪崩や将棋倒しに

巻き込まれること、大規模な延焼火災に巻き込まれるこ

と、工場や建物の爆発被害に巻き込まれること、土砂災

害に巻き込まれることの 4 つの事象が、番組の効果とし

て、3 か月たっても、自分自身が被害にあう可能性があ

ると考えるように変化した。 
一方で、視聴なしの群が変化した要因としては、天井

効果、または調査を繰り返して行ったことによって、視

聴をしていない人が検討を行ったこと、慣れによる影響

が考えられる（Meurs et. al, 1989）。さらには、「パラレル

東京」以外のメディアなどの他の要因なども考えられる。

本稿の研究目的に照らし合わせたときにこれらは重要で

はないために、視聴なしの群の変化要因について、さら

なる分析は行わない。 
 
（５）番組視聴以外の要因の検討 
 最後に、「自分ごと」指標の変化について、番組視聴以

外の要因について検討を加える。前節で、群衆雪崩や将

棋倒しに巻き込まれること、大規模な延焼火災に巻き込

まれること、工場や建物の爆発被害に巻き込まれること、

土砂災害に巻き込まれることの 4 つが、番組の効果とし

て、3 か月たっても、自分自身が被害にあう可能性があ

ると考えるように変化している、と述べた。だが、その

変化は「パラレル東京」による効果だけか。1 節で述べ

たように、「パラレル東京」視聴ありの群は、比して、住

居の災害に対する危険度の認識が高い人が多い。図-3で

示したような居住地特性が一因となる可能性も否定でき

ないであろう。ここでは、火災と土砂災害について検討

を行う。 
第一に大規模な延焼火災に巻き込まれる可能性がある

ことの第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化量に

ついて、視聴の有無と、住居の火災に対する危険度の認

識の有無の 2 要因について、二元配置分散分析を行った。

その結果、視聴の有無において有意性がみられ（F
（1,7011）=16.414, p<.001）、火災に対する危険度の認識

の有無は有意ではなかった（F（1,7011）=0.197, n.s.）。ま

た、両者の交互作用はなかった（F（1,7011）=1.024, n.s.）。 
第二に、土砂災害に巻き込まれる可能性があることの

第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化について、

視聴の有無と、住居の土砂災害に対する危険度の認識の

有無の 2 要因について、二元配置分散分析を行った。そ

の結果、視聴の有無において有意性がみられ（F（1,7011）
=4.074, p<.05）、土砂災害に対する危険度の認識の有無は

有意ではなかった（F（1,7011）=0.166, n.s.）。また、両者

の交互作用はなかった（F（1,7011）=0.269, n.s.）。 
この結果より、大規模な延焼火災に巻き込まれる可能

性があること、土砂災害に巻き込まれる可能性があるこ

との第 1 波から第 3 波の「自分ごと」指標の変化の要因

として、「パラレル東京」の視聴が影響を及ぼしているこ

とが明らかとなった。 
 
６．まとめ 
以上の結果をまとめる。 
第一に、防災啓発番組として放送された「パラレル東

京」はそもそも、首都直下地震などの災害に対して、危

険度の認識が高い人が視聴した。 
第二に、設定した仮説のすべてが実証された。取り上

げた 9 つすべての事象で、視聴直後の「自分ごと」指標

の平均値が視聴前より有意に増加し、その後、時間が経

過すると、有意に減少した。 
第三に、「パラレル東京」を視聴した効果として、群衆

雪崩や将棋倒しに巻き込まれること、大規模な延焼火災

に巻き込まれること、工場や建物の爆発被害に巻き込ま

れること、土砂災害に巻き込まれることの 4 つの事象は、

3 か月が経過しても、番組視聴前と比べて自分自身が被

害にあう可能性があると考えるようになった。特に、群

衆雪崩や将棋倒しに巻き込まれること、は第 1 波から第

2 波で「自分ごと指標」の平均値が大幅に上昇しており、

多くの視聴者にとって自分自身が被害にあう可能性があ

ると考えられるようになった。 
以上の結果より、「パラレル東京」が視聴者の首都直下

地震に対する認知を 3 か月という中期にわたって変化さ

せたことが明らかとなった。番組のテーマとしてあげら

れた事象すべてが、短期的でも認知が変化したことも踏

まえれば、こうした映像が視聴者に防災の認知面で効果

をもたらしていたことが明らかである。被害想定という

情報を、映像を用いて伝達することは有意義であると考

えられる。だが、その効果は長続きしない場合もある。

そのため、こうした映像を繰り返すことが必要ではない

か。特に、首都直下地震においては火災による被害が懸

念されているため、映像による啓発を繰り返し行い、被

害にあう可能性があることの認知を高める必要がある。 
最後に、今後の展望と課題を示す。 
これらはあくまで、視聴者の認知の変化について着目

したにすぎない。今後は、さらにその先の、今後は震災

への備え行動にどのように結びついていくのか、という

観点からの研究も必要である。さらに、この効果がそも

そも、テレビドラマという手法を用いたからこのような
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研究結果になったのか、という疑問点も残る。内閣府の

制作した、「そのとき何が起こるのか？」と題した動画や

アニメーションなど、様々な手法の比較検討も今後、求

められるであろう。こうした検討を通して、少しでも効

果をもたらすための防災啓発の映像の効果的な活用方法

を模索することが今後の課題である。 
 
補注 
1) 本来は群集雪崩が正しい表現と考えらえるが、本稿では実

際の放送内容に従い、群衆雪崩と表記する。 
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ABSTRACT 
 

This paper examines the effects of the drama "Parallel Tokyo" based on the damage assumption published by 
the Cabinet Office on attitudes toward disaster prevention. This drama is a fictional story of "What will happen if 
such an earthquake occurs in the "fictional Tokyo = parallel Tokyo" by using visual effects. We hypothesized that the 
drama viewers would have changed their minds about the possibility of being damaged by the earthquake. 
Therefore, we formulating 9 hypotheses for each specific event and examined them by conducting a panel survey. 

As a result, first, people who had a higher risk perception to natural disasters watched "Parallel Tokyo." Second, 
People thought there was a high probability of disaster that had been set as the theme of the drama just after 
watching. Furthermore, In four of the phenomena such as caught fire, even three months after viewing "parallel 
Tokyo", they thought themselves to be more likely to be victimized than before viewing the program. Thus, it 
become clear that the program had a positive effect on viewers' awareness of disaster prevention. 
 
 

Keywords：Tokyo Metropolitan Earthquake, damage assumption, image, persuasive communication, panel 
survey 
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